2024.11.19出前トーク
	1.テーマ
	[bookmark: _GoBack]こども食堂について

	2.日時
	令和6年11月19日（火）10時00分～

	3.場所
	こどもの居場所　いろり

	4.出席者
	（直方市）直方市長、総合政策部長、市民部長、教育部長
事務局：秘書広報課長、秘書広報係長
（主催者側）直方市内こども食堂等ミーティング メンバー　ほか（男性4人、女性9人、計13人）

	5.内容
	テーマに基づき直方市内こども食堂等ミーティングの皆様と直方市長が意見交換を行いました。意見交換の主な内容は以下のとおりです。

≪市長挨拶≫
　就学前の子どもたちの健やかな成長を支えることは地域にとって重要な課題です。保育園や幼稚園での環境整備に加え、小学校へのスムーズな移行が求められ、特に不登校などの問題が顕在化する中で、早期の対応が必要です。「生きる力」として子どもたちの非認知能力を育むことが重要であり、コロナ禍による社会構造の変化や格差拡大への対策として、こども食堂が一つの支援手段となります。
県はクラウドファンディングを通じてNPOと連携し、こども食堂の運営を支援しており、本市でも社会福祉協議会がこども食堂を取りまとめ、行政と民間の連携を強化しています。これにより地域の子どもたちの育ちを支える仕組みを構築しています。
また、市民所得の向上も重要なテーマです。困窮世帯への援助として、小・中学校では就学援助を実施していますが、根本的な構造改革も求められます。地域社会を活性化し、働く場を創出することが重要と考えています。過去の石炭産業の崩壊から生まれた福祉依存の連鎖を断ち切るためには、新しいスキルを身につける学びの場を提供し、雇用機会を創出し、稼ぐ力を身に付けなければなりません。
私自身、炭鉱で育った経験から貧困の影響を理解しており、家庭環境の差をなくすことが子どもたちの成長に寄与すると考えています。少子化により、市内小・中学校の生徒数の偏りも課題であり、地域ごとのこども食堂や居場所づくりが重要です。運営団体の皆さんによるこども食堂の取り組みは、行政にとって非常にありがたく、地域ごとの空白地帯を埋めるためには社会福祉協議会にもコーディネーターとして機能してもらえる形が望ましいです。現在、こども家庭庁の設立や福岡県での子ども計画策定が進んでおり、これらの動きも注視していきたいと思います。


≪意見交換≫
1 （こども食堂）こども食堂のPR・広報に協力して欲しい。
（市）社会福祉協議会が紹介チラシを作成してくれている。また、社協と市のホームページにも掲載している。今後、市報での掲載についても現在調整中である。また、全体に向けての周知と別に、校区単位くらいで、地域にあるこども食堂を各校の生徒に知らせるような取り組みができないか、社協と教育委員会で協議している。
（こども食堂）私たちも学校との接点は欲しいと感じていた。また、利用者は誰でもOKだが、特に困っている子どもに来てもらいたい。保健室の先生やスクールソーシャルワーカー、学校の先生にこども食堂のことをもっと知ってもらい、困っている子どもたちと繋げてくれるとよい。

2 （こども食堂）うちの団体は、「こども食堂」として食堂を開設しているわけではなく、ひとり親世帯に食品などを配達しているのだが、不登校の子どもの率が高い。そういう子は学校の先生や役所の人を警戒しがちだが、我々のような地域の人間だと心を開いてくれることもある。そのような活動の中で、ミルクを買うお金がないという10代の若い母親がいた。市にも支援を相談したが赤ちゃんの健康状態が悪い等の理由がないと難しいとのことだった。他市ではそのような場合のサポートをしている事例もあり、本市でも検討して欲しい。運用面も柔軟に対応してもらえるとありがたい。
（市長）そのような要望を聞かせていただき、今後の制度設計の参考としたい。
（こども食堂）行政ができないことがあることも理解している。行政として対応が困難な場合は、我々、民間がサポートできるように連携していきたい。
（こども食堂）我々も活動として貧困家庭のサポートは続けていくが、冒頭、市長が話したように、貧困の原因を解決（稼ぐ力をつける）しないと根本的な解決にはならない。
（市長）子どもへの支援とともに、親世代へのリスキリングやスキルアップの機会とそれを活かせる仕事を創っていかなければならない。市・社協・こども食堂の皆さんでネットワークが出来ている。今後もこの動きを継続し、様々な意見を頂戴したい。
　



